
 

 

議  案  第  ３０  号  

 

 

新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

 

新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。  

 

令和７年３月６日提出  

 

新居浜市長 古 川 拓 哉  

 

 

新居浜市建築関係手数料条例の一部を改正する条例  

 

新居浜市建築関係手数料条例（平成１２年条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。  

第３条第１項中「申請」を「申請又は通知」に改め、同条第２項ただし書中「、申

請」を「、申請又は通知」に、「以下」を「次項において」に、「申請書」を「申請書

又は通知書」に改め、同条第３項中「申請書」を「申請書又は通知書」に改める。  

第４条第３項中「次の各号のいずれかに該当する者」を「新居浜市が行う事業」に改

め、同項各号を削る。  

別表第１の１の項を次のように改める。  

    １  建築基準法

（昭和２５

年 法 律 第

２０１号。

以下「法」

という。）

第６条第１

項 （ 法 第

８７条第１

項において

建築物確

認申請等

手数料  

次に掲げる建築物の区分に応じ、申請又は通知１件

につき、それぞれ次に定める額とする。  

（１）建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律（平成２７年法律第５３号）第２条第１

項第３号に規定する建築物エネルギー消費性能

基準（以下この項、５の項及び９の項において

「建築物エネルギー消費性能基準」という。）

に適合するかどうかの審査を受けない建築物  

次に掲げる床面積の合計の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額  



 

 

準用する場

合 を 含

む。）の規

定に基づく

確認の申請

又 は 法 第

１８条第２

項 （ 法 第

８７条第１

項において

準用する場

合 を 含

む。）の規

定に基づく

計画の通知

に対する審

査 

ア  ３０平方メートル以内のもの  ９，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの １５，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２２，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ２９，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ５１，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ７２，０００円  

キ ２，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの ２１１，０００円  

ク １０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ３５５，０００円  

ケ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

６８７，０００円  

（２）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの審査を受ける建築物  次に掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ア ３０平方メートル以内のもの ２４，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの ３０，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ３７，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ５７，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ９６，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの １１７，０００円  

キ  ２，０００平方メートルを超え５，０００

平方メートル以内のもの ２８１，０００円  

ク ５，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの ３０２，０００円  

ケ １０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ４４６，０００円  

コ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

７７８，０００円  

    
別表第１の３の項事務の欄中「に係る計画に同法」を「若しくは法第１８条第２項の



 

 

規定に基づく計画の通知に係る計画に法」に、「おける同法」を「おける法」に、「に

対する審査及び同法」を「の当該部分若しくは法第１８条第２項の規定に基づく計画の

通知の当該部分又は法」に、「準用する同法」を「準用する法」に、「の確認の申請」

を「の確認の申請若しくは法第８７条の４において準用する法第１８条第２項の規定に

基づく建築設備の計画の通知」に改め、同項名称の欄中「建築設備確認申請手数料」を

「建築設備確認申請等手数料」に改め、同項金額の欄中「６，０００円」を「７，０００

円」に改め、同表４の項事務の欄中「及び」を「若しくは」に、「同法」を「法」に、

「申請」を「申請又は法第８８条第１項若しくは第２項において準用する法第１８条第

２項の規定に基づく工作物の計画の通知」に改め、同項名称の欄中「工作物確認申請手

数料」を「工作物確認申請等手数料」に改め、同表５の項を次のように改める。  

    ５  法第７条第

１項の規定

に基づく完

了検査の申

請又は法第

１ ８ 条 第

２０項の規

定に基づく

完了の通知

に対する審

査 

建築物完

了検査申

請等手数

料  

次に掲げる建築物の区分に応じ、申請又は通知１件

につき、それぞれ次に定める額とする。  

（１）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの検査を受けない建築物 次に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める

額  

ア ３０平方メートル以内のもの １４，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの １７，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２３，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ３１，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ５２，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ７１，０００円  

キ ２，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの １６６，０００円  

ク １０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ２６８，０００円  

ケ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

５２８，０００円  

（２）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの検査を受ける建築物  次に掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ア ３０平方メートル以内のもの ２０，０００



 

 

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの ２３，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２９，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ４２，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ７２，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの １０３，０００円  

キ  ２，０００平方メートルを超え５，０００

平方メートル以内のもの ２６３，０００円  

ク ５，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの ３２０，０００円  

ケ １０，０００平方メートルを超え２５，０００

平方メートル以内のもの ４６２，０００円  

コ ２５，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ５１１，０００円  

サ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

７７１，０００円  

    
別表第１の６の項事務の欄中「に係る建築物に同法」を「若しくは法第１８条第２０

項の規定に基づく完了の通知に係る建築物に法」に、「おける同法」を「おける法」に、

「に対する審査及び同法」を「若しくは法第１８条第２０項の規定に基づく完了の通知

又は法」に、「準用する同法」を「準用する法」に、「の完了検査の申請」を「の完了

検査の申請若しくは法第８７条の４において準用する法第１８条第２０項の規定に基づ

く建築設備の完了の通知」に改め、同項名称の欄中「建築設備完了検査申請手数料」を

「建築設備完了検査申請等手数料」に改め、同表７の項事務の欄中「及び」を「若しく

は」に、「同法」を「法」に、「申請」を「申請又は法第８８条第１項若しくは第２項

において準用する法第１８条第２０項の規定に基づく工作物の完了の通知」に改め、同

項名称の欄中「工作物完了検査申請手数料」を「工作物完了検査申請等手数料」に改め、

同表８の項事務の欄中「申請」を「申請又は法第１８条第２８項の規定に基づく特定工

程の終了の通知」に改め、同項名称の欄中「建築物中間検査申請手数料」を「建築物中

間検査申請等手数料」に改め、同項金額の欄中「中間検査申請」を「申請又は通知」に

改め、同欄第４号中「５００平方メートル」を「３００平方メートル」に、「３３，０００



 

 

円」を「３４，０００円」に改め、同欄第５号中「５００平方メートル」を「３００平

方メートル」に改め、同欄第７号中「１６５，０００円」を「１６６，０００円」に改

め、同欄第８号中「２６８，０００円」を「２６９，０００円」に改め、同欄第９号中

「５５１，０００円」を「５５４，０００円」に改め、同表９の項を次のように改める。  

    ９  法第７条第

１項の規定

に基づく完

了検査の申

請（法第７

条の３第１

項の特定工

程に係るも

の に 限

る。）又は

法第１８条

第２０項の

規定に基づ

く完了の通

知（法第７

条の３第１

項の特定工

程に係るも

の に 限

る。）に対

する審査 

特定工程

に係る建

築物完了

検査申請

等手数料  

次に掲げる建築物の区分に応じ、申請又は通知１件

につき、それぞれ次に定める額とする。  

（１）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの検査を受けない建築物  次に掲げる床

面積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める

額  

ア ３０平方メートル以内のもの １４，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの １７，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２２，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ３０，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ５０，０００円  

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ６６，０００円  

キ ２，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの １６１，０００円  

ク １０，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ２６３，０００円  

ケ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

５２４，０００円  

（２）建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかの検査を受ける建築物  次に掲げる床面

積の合計の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ア ３０平方メートル以内のもの ２０，０００

円  

イ  ３０平方メートルを超え１００平方メート

ル以内のもの ２３，０００円  

ウ  １００平方メートルを超え２００平方メー

トル以内のもの ２８，０００円  

エ  ２００平方メートルを超え３００平方メー

トル以内のもの ４１，０００円  

オ  ３００平方メートルを超え１，０００平方

メートル以内のもの ７０，０００円  



 

 

カ  １，０００平方メートルを超え２，０００

平方メートル以内のもの ９８，０００円  

キ  ２，０００平方メートルを超え５，０００

平方メートル以内のもの ２５８，０００円  

ク ５，０００平方メートルを超え１０，０００

平方メートル以内のもの ３１５，０００円  

ケ １０，０００平方メートルを超え２５，０００

平方メートル以内のもの ４５７，０００円  

コ ２５，０００平方メートルを超え５０，０００

平方メートル以内のもの ５０６，０００円  

サ  ５０，０００平方メートルを超えるもの  

７６７，０００円  

    
別表第１に備考として次のように加える。  

備考  

１ １の項の床面積の合計は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める面積について算定する。  

（１）建築物を建築する場合（次号に掲げる場合及び移転する場合を除く。） 当

該建築に係る部分の床面積  

（２）確認を受けた建築物の計画の変更をして建築物を建築する場合（移転する場

合を除く。） 当該計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加

する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）  

（３）建築物を移転し、その大規模の修繕若しくは大規模の模様替をし、又はその

用途を変更する場合（次号に掲げる場合を除く。） 当該移転、修繕、模様替

又は用途の変更に係る部分の床面積の２分の１  

（４）確認を受けた建築物の計画を変更して建築物を移転し、その大規模の修繕若

しくは大規模の模様替をし、又はその用途を変更する場合 当該計画の変更に

係る部分の床面積の２分の１  

２ ５の項及び９の項の床面積の合計は、建築物を建築した場合（移転した場合を

除く。）にあっては当該建築に係る部分の床面積について算定し、建築物を移転

し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替をした場合にあっては当該移

転、修繕又は模様替に係る部分の床面積の２分の１について算定する。  

別表第２の１の項事務の欄中「第１８条第２４項第１号若しくは第２号（同法」を



 

 

「第１８条第３８項第１号若しくは第２号（これらの規定を法」に改め、同表９の項事

務の欄中「同法」を「法」に改め、同項金額（１件につき）の欄中「１６９，０００

円」を「１７０，０００円」に改め、同表１０の項、１５の項及び４３の項事務の欄中

「同法」を「法」に改め、同表４６の項事務の欄中「第２８条の４第３項第６号、第７

号ロ」を「第２８条の４第３項第６号若しくは第７号ロ」に、「第６３条第３項第６号、

第７号ロ」を「第６３条第３項第６号若しくは第７号ロ」に改め、同表４７の項金額

（１件につき）の欄第３号イ中「に掲げる建築物の建築、修繕又は模様替に係る部分

の」を「（１）又は（２）に掲げる」に、「それぞれ同欄に規定するところにより算定

した」を「それぞれ」に改め、同表４９の項金額（１件につき）の欄第２号イ中「に掲

げる建築物の建築、修繕又は模様替に係る部分の」を「（１）又は（２）に掲げる」に、

「それぞれ同欄に規定するところにより算定した」を「それぞれ」に改め、同表５２の

項及び５３の項事務の欄中「審査（」を「審査（同条例」に改め、同表５４の項金額

（１件につき）の欄第１号ア及びイを次のように改める。  

ア 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第１項第１号に掲げる基準に適合

する旨を示す書面として市長が定めるものの交付を受けている場合 次に掲げる

建築物の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ア）住宅（人の居住の用以外の用途に供する部分（以下この項及び５６の項にお

いて「非住宅部分」という。）を有しないものに限る。以下この項及び５６の

項において同じ。） 申請に係る住戸の数について、次に掲げる戸数の区分に

応じ、それぞれ次に定める額  

ａ １戸 ６，１００円  

ｂ ２戸以上４戸以下 １１，９００円  

ｃ ５戸以上１５戸以下 ２５，０００円  

ｄ １６戸以上４５戸以下 ５５，４００円  

ｅ ４６戸以上 ９９，０００円  

（イ）非住宅建築物（人の居住の用に供する部分を有しない建築物をいう。以下こ

の項及び５６の項において同じ。） 床面積の合計について、次に掲げる面積

の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ａ ３００平方メートル未満 １１，８００円  



 

 

ｂ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 ２０，３００円  

ｃ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 ３２，８００

円  

ｄ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 ９７，６００

円  

ｅ ５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 １５４，２００

円  

ｆ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満 １９４，７００

円  

ｇ ２５，０００平方メートル以上 ２４３，２００円  

（ウ）複合建築物（住宅の部分及び非住宅部分を有する建築物をいう。以下この項

及び５６の項において同じ。） 次に掲げる申請の対象とする範囲の区分に応

じ、それぞれ次に定める額  

ａ 住宅の部分 申請に係る住戸の数について、（ア）に掲げる戸数の区分に

応じ、それぞれ（ア）に定める額  

ｂ 非住宅部分 床面積の合計について、（イ）に掲げる面積の区分に応じ、

それぞれ（イ）に定める額  

ｃ 住宅の部分及び非住宅部分 次に掲げる額を合算した額  

（ａ）申請に係る住戸の数について、（ア）に掲げる戸数の区分に応じ、それ

ぞれ（ア）に定める額と同一の額  

（ｂ）非住宅部分の床面積の合計について、（イ）に掲げる面積の区分に応じ、

それぞれ（イ）に定める額と同一の額  

イ その他の場合 次に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ア）住宅 次に掲げる審査の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ａ ｂ又はｃの基準以外の基準による審査 申請に係る住戸の数について、次

に掲げる戸数の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ａ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル未満の住戸に限る。）  

４１，７００円  

（ｂ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル以上の住戸に限る。）  



 

 

４６，６００円  

（ｃ）２戸以上４戸以下 ８３，９００円  

（ｄ）５戸以上１５戸以下 １３９，９００円  

（ｅ）１６戸以上４５戸以下 ２３８，３００円  

（ｆ）４６戸以上 ３４１，７００円  

ｂ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・

国土交通省令第１号）第１０条第２号イ（２）及びロ（２）に掲げる基準に

よる審査 申請に係る住戸の数について、次に掲げる戸数の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額  

（ａ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル未満の住戸に限る。）  

２１，５００円  

（ｂ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル以上の住戸に限る。）  

２３，１００円  

（ｃ）２戸以上４戸以下 ４０，２００円  

（ｄ）５戸以上１５戸以下 ６９，５００円  

（ｅ）１６戸以上４５戸以下 １２５，８００円  

（ｆ）４６戸以上 １９０，４００円  

ｃ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第２号イ（１）及

びロ（２）に掲げる基準又は同号イ（２）及びロ（１）に掲げる基準による

審査 申請に係る住戸の数について、次に掲げる戸数の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額  

（ａ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル未満の住戸に限る。）  

３１，２００円  

（ｂ）１戸（床面積の合計が２００平方メートル以上の住戸に限る。）  

３４，５００円  

（ｃ）２戸以上４戸以下 ６２，０００円  

（ｄ）５戸以上１５戸以下 １０４，３００円  

（ｅ）１６戸以上４５戸以下 １８１，６００円  

（ｆ）４６戸以上 ２６５，７００円  



 

 

（イ）非住宅建築物 次に掲げる審査の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ａ ｂの基準以外の基準による審査 次に掲げる主要な用途の区分に応じ、そ

れぞれ次に定める額  

（ａ）工場、倉庫その他これらに類する用途（以下この項及び５６の項におい

て「工場等の用途」という。） 非住宅部分の床面積の合計について、次

に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ⅰ ３００平方メートル未満 ２８，０００円  

ⅱ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 ３７，７００

円  

ⅲ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 ５２，３００

円  

ⅳ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 １２３，５００

円  

ⅴ ５ ， ０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満  

１８２，５００円  

ⅵ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満  

２２５，４００円  

ⅶ ２５，０００平方メートル以上 ２７８，８００円  

（ｂ）その他の用途 非住宅部分の床面積の合計について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ⅰ ３００平方メートル未満 ２７５，６００円  

ⅱ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 ３４５，２００

円  

ⅲ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 ４４５，５００

円  

ⅳ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 ６３５，７００

円  

ⅴ ５ ， ０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満  

７８２，９００円  



 

 

ⅵ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満  

９２５，４００円  

ⅶ ２５，０００平方メートル以上 １，０５５，６００円  

ｂ 建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１０条第１号イ（２）及

びロ（２）に掲げる基準による審査 次に掲げる主要な用途の区分に応じ、

それぞれ次に定める額  

（ａ）工場等の用途 非住宅部分の床面積の合計について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ⅰ ３００平方メートル未満 ２３，１００円  

ⅱ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 ３２，４００

円  

ⅲ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 ４５，８００

円  

ⅳ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 １１５，４００

円  

ⅴ ５ ， ０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満  

１７３，６００円  

ⅵ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満  

２１５，７００円  

ⅶ ２５，０００平方メートル以上 ２６７，５００円  

（ｂ）その他の用途 非住宅部分の床面積の合計について、次に掲げる面積の

区分に応じ、それぞれ次に定める額  

ⅰ ３００平方メートル未満 １０５，７００円  

ⅱ ３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 １３４，４００

円  

ⅲ １，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 １７６，９００

円  

ⅳ ２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 ２８６，１００

円  



 

 

ⅴ ５ ， ０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満  

３７３，５００円  

ⅵ １０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満  

４４８，８００円  

ⅶ ２５，０００平方メートル以上 ５２６，４００円  

（ウ）複合建築物 次に掲げる申請の対象とする範囲の区分に応じ、それぞれ次に

定める額  

ａ 住宅の部分 申請に係る住戸の数について、（ア）ａ、ｂ又はｃに掲げる

戸数の区分に応じ、それぞれ（ア）ａ、ｂ又はｃに定める額  

ｂ 非住宅部分 床面積の合計について、（イ）ａ（ａ）若しくは（ｂ）又は

ｂ（ａ）若しくは（ｂ）に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ（イ）ａ

（ａ）若しくは（ｂ）又はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に定める額  

ｃ 住宅の部分及び非住宅部分 次に掲げる額を合算した額  

（ａ）申請に係る住戸の数について、（ア）ａ、ｂ又はｃに掲げる戸数の区分

に応じ、それぞれ（ア）ａ、ｂ又はｃに定める額と同一の額  

（ｂ）非住宅部分の床面積の合計について、（イ）ａ（ａ）若しくは（ｂ）又

はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ（イ）ａ

（ａ）若しくは（ｂ）又はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に定める額と同一の額  

別表第２の５４の項金額（１件につき）の欄第２号イ中「に掲げる建築物の建築、修

繕又は模様替に係る部分の」を「（１）又は（２）に掲げる」に、「それぞれ同欄に規

定するところにより算定した」を「それぞれ」に改め、同表５５の項金額（１件につ

き）の欄第２号イ中「に掲げる建築物の建築、修繕又は模様替に係る部分の」を

「（１）又は（２）に掲げる」に、「それぞれ同欄に規定するところにより算定した」

を「それぞれ」に改め、同表５６の項事務の欄中「第１２条第１項及び第１３条第２

項」を「第１１条第１項又は第１２条第２項」に改め、同項金額（１件につき）の欄第

１号中「掲げる審査」を「掲げる建築物」に改め、同号ア及びイを次のように改める。  

ア 住宅 次に掲げる審査の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ア）（イ）又は（ウ）の基準以外の基準による審査 申請に係る住戸の数につい

て、５４の項金額（１件につき）の欄（１）イ（ア）ａに掲げる戸数の区分に



 

 

応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

（イ）建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第２号イ（２）

及びロ（２）に掲げる基準による審査 申請に係る住戸の数について、５４の

項金額（１件につき）の欄（１）イ（ア）ｂに掲げる戸数の区分に応じ、それ

ぞれ当該手数料の額と同一の額  

（ウ）建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第２号イ（１）

及びロ（２）に掲げる基準又は同号イ（２）及びロ（１）に掲げる基準による

審査 申請に係る住戸の数について、５４の項金額（１件につき）の欄（１）

イ（ア）ｃに掲げる戸数の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

イ 非住宅建築物 次に掲げる審査の区分に応じ、それぞれ次に定める額  

（ア）（イ）の基準以外の基準による審査  ５４の項金額（１件につき）の欄

（１）イ（イ）ａに掲げる主要な用途の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額

と同一の額  

（イ）建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第１条第１項第１号ロに掲げ

る基準による審査 ５４の項金額（１件につき）の欄（１）イ（イ）ｂに掲げ

る主要な用途の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

別表第２の５６の項金額（１件につき）の欄第１号に次のように加える。  

ウ 複合建築物 次に掲げる申請の対象とする範囲の区分に応じ、それぞれ次に定

める額  

（ア）住宅の部分 申請に係る住戸の数について、５４の項金額（１件につき）の

欄（１）イ（ア）ａ、ｂ又はｃに掲げる戸数の区分に応じ、それぞれ当該手数

料の額と同一の額  

（イ）非住宅部分  床面積の合計について、５４の項金額（１件につき）の欄

（１）イ（イ）ａ（ａ）若しくは（ｂ）又はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に掲げる

面積の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

（ウ）住宅の部分及び非住宅部分 次に掲げる額を合算した額  

ａ 申請に係る住戸の数について、５４の項金額（１件につき）の欄（１）イ

（ア）ａ、ｂ又はｃに掲げる戸数の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と

同一の額  



 

 

ｂ 非住宅部分の床面積の合計について、５４の項金額（１件につき）の欄

（１）イ（イ）ａ（ａ）若しくは（ｂ）又はｂ（ａ）若しくは（ｂ）に掲げ

る面積の区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額  

別表第２の５６の項金額（１件につき）の欄第２号中「、（１）イ（ア）」を「、５４

の項金額（１件につき）の欄（１）イ（イ）ｂ（ａ）」に、「（１）イ（ア）に定め

る」を「当該手数料の」に改め、同表５７の項事務の欄中「第１２条第２項及び第１３

条第３項」を「第１１条第２項又は第１２条第３項」に改め、同表５８の項事務の欄中

「第１１条」を「第１３条」に改め、同表５９の項事務の欄中「第３４条第１項」を

「第２９条第１項」に改め、同項金額（１件につき）の欄第１号ア中「第３４条第３

項」を「第２９条第３項」に改め、同号ア（ア）及び（イ）を次のように改める。  

（ア）建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３０条第１項第１号に

掲げる基準に適合する旨を示す書面として市長が定めるものの交付を受けてい

る場合 ５４の項金額（１件につき）の欄（１）アに掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額 

（イ）その他の場合 ５４の項金額（１件につき）の欄（１）イに掲げる建築物の

区分に応じ、それぞれ当該手数料の額と同一の額 

別表第２の５９の項金額（１件につき）の欄第１号イ中「第３４条第３項」を「第２９

条第３項」に改め、同欄第２号中「同法」を「法」に改め、同号イ中「金額の欄」を

「金額の欄（１）又は（２）」に、「建築物の建築、移転、修繕若しくは模様替又は用

途の変更に係る部分」を「床面積の合計」に、「それぞれ同欄に規定するところにより

算定した」を「それぞれ」に改め、同表６０の項事務の欄中「第３６条第１項」を「第

３１条第１項」に改め、同項金額（１件につき）の欄第２号中「同法」を「法」に改め、

同号イ中「金額の欄」を「金額の欄（１）又は（２）」に、「建築物の建築、移転、修

繕若しくは模様替又は用途の変更に係る部分」を「床面積の合計」に、「それぞれ同欄

に規定するところにより算定した」を「それぞれ」に改め、同表６１の項を削る。  

別表第３の２の項事務の欄中「同法」を「法」に改める。  

附 則  

この条例は、令和７年４月１日から施行する。  

 



 

 

提案理由  

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律の一部改正に伴う建築確認等の審

査範囲の拡大等により、受益者負担の適正化を図ることを目的として、建築関係手数料

の額を改定するため、及び所要の条文整備を行うため、本案を提出する。  


